
- 1 - 

平成２９年度 決 算 説 明 

平成２９年度直方市一般会計、国民健康保険特別会計、同和地

区住宅資金貸付事業特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医

療特別会計、上頓野産業団地造成事業特別会計、公共下水道事業

特別会計、農業集落排水事業特別会計及び水道事業会計の決算認

定の御審議を煩わすにあたり、決算の概要につきまして御説明い

たします。 

平成２９年度の一般会計における決算は、 

歳入総額 ２４４億５,５１１万９,５８６円、 

歳出総額 ２４３億２,５２４万４,４６９円で、 

差し引き、１億２,９８７万５,１１７円の黒字となりました。翌

年度へ繰り越すべき財源１億１,９８８万７千円を除く実質収支

では、９９８万８,１１７円の黒字でありますが、これは財政調整

基金の活用を含む決算で、この財源調整がなければ単年度で 

約４千万円の財源不足が生じていたところであります。 

実質収支から前年度繰越金と財政調整基金取崩しを除き、積立

金を加えた実質単年度収支では、１億９,３０６万５,３０８円の

赤字となったのであります。 

歳入歳出を前年度と比較いたしますと、歳入においては、 

７億１４８万３,１７７円、約２.７９％の減、歳出においても、 

５億３,５５８万２,０８６円、約２.１５％の減となっております。 

財政の健全化を判断する４指標については、それぞれの健全化

判断比率が早期健全化基準又は財政再生基準以上になれば健全化

計画又は財政再生計画を策定しなければなりませんが、 
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報告第１６号のとおり、いずれも基準はクリアしております。 

なお、実質公債費比率及び将来負担比率につきましては、市債

残高等の減少に伴い、前年度数値よりそれぞれ１.４ポイント、 

６.０ポイント改善いたしております。 

地方創生が目指すべき自立した地方自治体として地域経済の活

性化を図るとともに、第５次総合計画の実現や直方市まち・ひと・

しごと創生総合戦略の施策の推進に取り組んでおりますが、景気

低迷の影響や高齢化等の進展に伴う社会保障関係経費の増加等に

より今後もさらに厳しい財政運営となることは必至であります。 

施策展開のための財源確保として、義務的経費や投資的経費等

を除くその他の事務事業経費等につきましては、平成２９年度か

ら枠配当方式による予算編成を本格導入し、権限と責任を事業実

施部門に委譲する中で、事業実施の所管の視点に立った効率的・

効果的な財源配分による予算を編成いたしております。 

今後も引き続き市税を根幹とした収入の確保や国・県補助事業

の活用に努めるとともに、平成２６年度に策定いたしました行政

改革大綱や平成２７年度に策定いたしました行政改革実施計画で

ある経営戦略プランにのっとって、健全な財政運営を推進するた

め、職員一丸となって行財政改革を行ってまいります。  

一般会計の決算概要については、後ほど担当部長に説明させま

すので、特別会計について御説明いたします。 

まず、国民健康保険特別会計については、 

歳入総額 ７４億３,２６５万６,２９２円、 

歳出総額 ７５億３,３７３万９,０３４円で、 

差し引き、１億１０８万２ ,７４２円の赤字決算となっております。 
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前年度決算では１億７ ,３９３万７ ,１０３円の赤字でありまし

たので、単年度では７ ,２８５万４ ,３６１円収支が改善いたして

おります。しかし、国庫負担金の超過交付により平成３０年度に

国等へ返還すべき額が６ ,２０５万１ ,６０８円含まれております。 

今後とも、厳しい財政運営になると見込まれますが、累積赤字

が改善するように国保財政の安定運営のため、医療費適正化等に

取り組んでまいります。 

次に、同和地区住宅資金貸付事業特別会計については、 

歳入総額 ２,７６４万８,１００円、 

歳出総額 ２,６８７万１,０２６円で、 

差し引き、７７万７,０７４円の黒字決算となっております。 

次に、介護保険特別会計については、 

保険事業勘定では、 

歳入総額 ６２億５,２８４万６,０９６円、 

歳出総額 ６１億３,６８１万５６２円で、 

差し引き、１億１,６０３万５,５３４円の黒字決算となりました

が、この中には、平成３０年度に国等へ返還すべき額 

６,２５２万６,３１２円を含んでおります。介護給付費及び地域

支援事業費の介護保険給付費においては、前年度との比較で 

４.３％の増となっておりますが、事業計画値との比較では、 

３.９％の減となっており、計画より低く推移しております。 

次に介護サービス事業勘定では、 

歳入総額 ３,９７０万６,１３５円、 

歳出総額 ３,８１５万６,３５７円で、 

差し引き、１５４万９,７７８円の黒字決算となっております。 
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地域包括支援センターにおける介護予防サービス計画費収入にお

いては、前年度との比較で約１１.５％減となっておりますが、こ

の主な要因は、要支援から要介護への重度化が進行した結果に伴

い、介護予防ケアプランの収入が減少したことによるものです。 

現在の高齢化社会が進む状況下では、介護サービス費の自然増や

改正が繰り返される介護保険制度への対応などは避けては通れま

せんが、今後も給付の適正化等を推進し、持続可能な制度の運用

を目指し、介護保険特別会計の適正な財政運営に努めてまいりま

す。 

次に、後期高齢者医療特別会計については、 

歳入総額 ９億２,７７６万６,１７７円、 

歳出総額 ９億５３２万８,１７７円で、 

差し引き、２ ,２４３万８千円の黒字決算となっております。 

次に、上頓野産業団地造成事業特別会計については、 

歳入総額 ３億７,２６７万９,７８５円、 

歳出総額 ３億７,２６７万９,６２７円で、 

差し引き、１５８円の黒字決算となっております。 

歳入の主なものは、Ｃ区画売却による収入と一般会計からの繰

入金となっております。歳出は、市債の元金と利子を支出いたし

ております。上頓野産業団地については、Ｃ区画の企業誘致を実

現いたしましたので、雇用の確保と産業の活性化について、期待

をしているところです。 

次に、公共下水道事業特別会計については、 

歳入総額 ２１億３,２２３万３,８７０円、 

歳出総額 ２１億７５６万５,６９２円で、 
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差し引き、２，４６６万８,１７８円の黒字決算となっております。

また、このうち翌年度に繰り越すべき財源２,４１９万９千円を差

し引いた実質収支においては、４６万９,１７８円の黒字となって

おります。 

主な事業内容といたしましては、管渠築造工事等として 

８億４,８７４万４千円を、遠賀川中流流域下水道建設負担金とし

て１億３,８８２万６千円を支出いたしたところであります。 

本市の公共下水道事業は、平成１８年９月に供用開始し、平成

３０年３月末においては、４４６ha、１５,６９４人、市内の 

２７.５％の人々が利用可能となっておりますが、今後とも下水道

の普及・促進に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、農業集落排水事業特別会計については、 

歳入総額 １億１,０２６万１,６６８円、 

歳出総額 １億９８４万４,１６２円で、 

差し引き、４１万７,５０６円の黒字決算となっております。 

次に、水道事業会計の決算の概要について、御説明いたします。 

最初に、経常的な収支であります収益的収支について御説明い

たしますが、金額は税抜きでございます。 

収入総額 １５億２,３１７万４,２３８円に対し、 

支出総額 １５億１,９０５万２,８２３円で、収益的収入及び支出

の差し引きにおいて、４１２万１,４１５円の純利益を計上いたし

ております。 

 この純利益は、地方公営企業法の規定により議会の議決に基づ

き、減債積立金及び利益積立金へ積み立てる予定といたしており

ます。 



- 6 - 

次に、投資的な収支であります資本的収支について御説明いた

します。金額は税込みでございます。 

収入総額 ４億３７４万６,５６４円に対し、 

支出総額 ９億２,０３２万７,３１８円で、 

資本的収入及び支出の差し引きにおいて、 

５億１,６５８万７５４円の不足となりました。 

この不足額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額並びに過年度分損益勘定留保資金で補填いたしております。 

主な事業内容といたしましては、 新設改良事業費において、配水

管布設及び布設替工事等を施工し、５億３,６５１万８,７６３円

を支出いたしております。 

今後も安全・安心な水道水を安定的に供給するため、一層の努

力を重ねてまいります。 

以上で、平成２９年度決算説明を終わらせていただきますが、

今日の地方財政の運営は、依然として大変厳しい状況のもとにお

かれております。今後も事業選択の優先順位を考慮しながら、計

画的な財政運営に努めてまいる所存でございますので、何とぞ議

員各位の一層の御指導と御協力をお願い申し上げます。 

終わりになりましたが、長期間にわたって、この決算審査に当

たられました監査委員の御労苦に対し、深く感謝を申し上げます。  

 なお、細部につきましては、別に参考資料も添付いたしており

ますので、慎重に御審議いただき、認定賜りますようお願い申し

上げます。 
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平成２９年度 一般会計決算概要 

 

一般会計の決算概要について御説明いたします。 

歳出から款を追って目的別に御説明を申し上げますが、まず各

款にわたっております給与費については一括して御説明いたしま

す。 

一般会計の給与総額は３２億１,２６２万７千円でありますが、

前年度と比較して退職者数の変動に伴う退職金の減等により職員

手当等で減少し、前年度に比べて５,５８３万６千円、１.７１％

の減となっております。なお、平成２９年７月の九州北部豪雨で

被災した朝倉市に職員２名を合わせて１０ヵ月間派遣いたしまし

た。 

次に、各款について御説明いたします。 

１款議会費では、平成２９年３月定例会より導入した本会議ラ

イブ中継・録画映像配信業務に係る経費で９９万８千円を支出い

たしております。 

２款総務費では、平成２９年度までにすべての地方公共団体に

おいて統一的な基準による財務書類を作成するよう総務省からの

要請に対応するための経費として公会計整備業務委託料で 

７３４万４千円を、新規事業として世界や全国で活躍している一

流の人材や一流の文化に触れることにより、子どもたちの将来へ

の夢を育み、夢の実現に向かって挑戦できる人材への育成へとつ

なげることを目的にした若者の夢をかなえる補助金で１名に 

２０万円を支出いたしております。 

 また、グローバル人材育成事業では、昨年度同様に国内で開催



- 8 - 

される国際サマーキャンプに１１２万１千円を支出し、小・中学

生及び研修生の合計７名を参加させました。 

防災事業では情報通信の大容量化等に対応するため県が 

平成２９年度より３年間で再整備する福岡県防災・行政情報通信

ネットワーク再整備事業負担金として平成２９年度分で 

１３３万３千円を支出いたしました。また、自主防災組織育成助

成事業では、一般財団法人自治総合センターの助成事業を活用し、

地域を災害から守るために自主的に結成した組織が行う地域の防

災活動に必要な設備等の整備費として福智台自主防災会に補助金

１９０万円を支出いたしております。 

 市庁舎の長寿命化への対応としては、引き続き施設補修等を緊

急性の高いものから実施いたしており、北面外壁を老朽化に伴う

タイルのひび割れ・落下防止のため１,５４３万２千円で改修し、

南面外壁についても着手し平成２９年度分で６０４万円を支出い

たしております。    

また、市庁舎空調設備及び受変電設備改修工事に伴う基本・実

施設計業務委託を２,７００万円で実施するとともに、市庁舎の防

災機能強化事業として、河川からの越流水が市庁舎地下に流入す

ることを防ぐため脱着式止水板の設置費で３４０万２千円を支出

いたしております。 

さらに、今後市庁舎の計画的な維持管理に備えて市庁舎整備基

金積立金を新たに設置し、３千万円の元金積み立てを行いました。 

次に、ふるさと納税関係につきましては、１,９１６件で 

３,１６４万７千円の寄附額がありましたが、前年度と比べて  

３,３６５万８千円の減となっており、寄附申し込みから返礼品の
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配送等まで一括管理する業務委託料として、１,８４２万５千円を

支出いたしております。また、寄附金の概ね４６％はふるさと応

援基金積立金の元金として１,４５５万８千円を積み立てており、

平成２９年度末のふるさと応援基金積立金残高は 

１億２,１７８万２,０６７円となっております。 

３款民生費では、社会福祉総務費関係において、社会福祉協議

会及び総合福祉センターの運営経費として７,４４５万２千円を、

公費医療費関係では、子ども医療費で小学６年生までの対象者  

５ ,７５６人に対して１億８ ,０６９万９千円を、重度障がい者医

療費で対象者１ ,３４８人に対して２億８５１万４千円を、ひとり

親家庭等医療費では１ ,８６４人に対して５ ,７２６万８千円を支

給いたしております。 

また、繰出金において、国民健康保険特別会計に 

６億１,７９４万７千円を、介護保険特別会計に 

９億１７４万６千円を、後期高齢者医療特別会計に 

２億５,０８７万４千円を繰り出すと同時に、後期高齢者医療給付

費の法定負担金として８億１,８２５万７千円を支出いたしてお

ります。 

次に、高齢者福祉費関係において、全額県補助金を活用し定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び認知症高齢者グループ

ホームの施設開設準備経費等支援する地域密着型施設等整備補助

金として事業対象法人に１,４７９万円を支出いたしております。

また、養護老人ホームの４施設に延べ５０５人を措置し８,９５９

万４千円を支出いたしております。 

障がい者自立支援福祉費関係においては、心臓や腎臓機能障が
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いなどの更生医療の給付として２８１人に対し 

２億３,００７万２千円を、居宅介護や生活介護などの自立支援サ

ービスの支給として１３億２,０６２万２千円を、障がい児給付費

として障がい児通所給付や障がい児相談支援に 

２億６,１６７万１千円を支出いたしております。 

児童福祉費関係においては、保育事業では平成２８年度から第

二子までの保育所の保育料無料化を実施いたしておりますが 

１,５３２人の保育に対して１６億４，４４７万３千円を、児童手

当給付として対象児童数７,２４９人に９億７,００８万円を支出

するとともに、市内１１カ所の学童保育事業費として 

１億６,３７３万４千円を支出いたしております。また、児童数の

増加や待機児童解消のため、上頓野小学校に木造２階建 

２７６.５平方メートルの学童クラブを４,６５５万６千円で新設

し２クラブで運営するとともに、平成３０年度の直方北学童クラ

ブ建設に伴う設計委託料として１９４万４千円を支出いたしてお

ります。若草保育園建物及び土地測量等委託料では民営化に向け

た建物の測量及び表示登記と土地の確定測量及び登記業務委託料

として２９８万円を支出いたしております。また、直鞍２市２町

で実施いたしております、子ども・子育て支援法による病児・病

後児保育事業費では、負担金として１０２万１千円を、平成２９

年度から単独で実施する直方市病児保育事業補助金として 

４９４万８千円を支出いたしております。  

保健事業費関係においては、健康増進事業では各種がん検診等

で受診者数９,８５４人に対して２,２９９万６千円を、母子保健

事業では妊婦健康診査で延べ件数５,１３４件に対して 
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３,９２６万７千円を、予防接種事業においては高齢者や乳幼児定

期予防接種を実施し、延べ接種者数２２,０６２人で 

１億３,６６４万８千円を支出いたしております。 

次に、生活保護費関係においては、３０億３,１７７万９千円を

支出いたしております。前年度に比べて４,８６７万円の減であり、

平成３０年３月末の保護率は３１.８パーミルで、前年度に比べて

０.４ポイントの減となったのであります。 

次に、人権同和教育・啓発関係においては、人権同和講演会や、

企業同和問題研修会を開催し人権同和教育施策の推進に努めまし

た。 

４款衛生費では、保健衛生関係において平成１２年に開設した

火葬場の改修が必要になったため、今後計画的に改修を実施する

こととし、平成２９年度は３号機の炉内の耐火煉瓦及び排気等機

械室の火葬場改修を９３９万４千円で実施いたしました。 

 廃棄物処理等関係において、ごみの減量化と資源リサイクル推

進のために１３品目１９分別の資源回収を実施し、７０９トンを

収集いたしております。資源の拠点回収場所といたしましては、

環境業務課を週５日開放する一方、資源リサイクル拡大のために

地域での集団回収に対する支援を進め、昨年より１団体増の 

１８３団体のリサイクル登録団体に対するリサイクル奨励金とし

て３３３万１千円を支出いたしております。 

また、頻発する災害に備え、平成２６年３月に国が策定した「災

害廃棄物対策指針」、及び平成２８年３月に県が策定した「福岡県

災害廃棄物処理計画」を基に災害発生時の組織及び支援体制や廃

棄物処理の流れ等について取りまとめた災害廃棄物処理計画を 
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４４２万８千円で策定いたしました。 

施設の運転管理の民間委託では、平成２９年度より可燃物及び

不燃物中継施設の運転管理を委託し、中継施設運転管理業務委託

料として２,４８０万５千円を支出いたしております。 

なお、収集運搬委託業務につきましても、引き続き市民サービ

スが低下することのないよう委託業者への指導・監督を行ってお

ります。 

現行のし尿処理施設を汚泥再生処理センターとして更新する、

し尿処理場建設事業におきましては、平成２７年度より着手いた

しておりますが、平成２９年度は主な経費として汚泥再生処理セ

ンターの建設に伴い既設の車庫移転工事や工事監理委託料として

５,０２１万８千円を支出するとともに、発注者支援業務委託料で

５８７万５千円、生活環境影響調査業務委託料で２３９万８千円

を支出いたしております。また、既存の施設の整備においては、

清掃工場及びし尿処理場の施設改修工事を２,３８９万７千円で

施工するとともに、可燃物中継所向クローズドコンテナ３台を 

２,１３８万４千円で購入いたしております。 

６款農林水産業費では、農業生産の中核となる担い手や生産組

織等の育成を支援するとともに、米の需給調整や食料自給率の向

上のため、経営所得安定対策の円滑な推進を行っております。 

活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金では、県の補助事

業を活用して園芸振興を図るため、省力栽培温室など機械施設の

導入を行い産地の強化拡大、収量及び品質の向上を推進する事業

費として認定農業者２名に対して１,８３６万２千円を支出いた

しております。 
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また、継続して取り組んでおります県の森林環境税を活用した

荒廃森林再生事業では、調査業務委託料や整備業務委託料として

１４２万９千円を支出いたしております。 

農業施設の改良や維持補修のための整備事業等につきましては、

農業生産の維持及び農業経営の安定化を期するため農業施設の通

常整備工事及び維持補修を６,７２０万９千円で施工いたしてお

ります。また、農村環境整備事業として平成２８年度からの継続

事業である上境地区送水管改修工事を２,９２６万３千円で施工

するとともに、通り谷地区ため池改修工事を６６１万５千円で施

工いたしております。 

農業集落排水事業特別会計には、財政支援として、 

７,８５０万円を繰り出しております。 

７款商工費では、工業振興費におきまして地方創生拠点整備交

付金を活用し、直鞍産業振興センターEMC 試験設備を  

３ ,８５０万円で更新いたしました。また、平成２８年度からの継

続事業として直方市産業振興アクションプランに基づく市内産業

の情報発信及び相談窓口の設置による情報の拠点化稼ぐ産業づく

り事業委託料に２ ,４９３万６千円を、事業所開設支援補助金とし

て２件で１００万円及び企業立地促進奨励金では７企業に対して 

５,１６４万６千円を支出いたしました。 

公共交通費では、急速な高齢化及び市内商業施設の移転により、

本市の交通対策においては、交通空白地域を解消することに加え、

市民の買い物ニーズに対応した交通体系の構築が課題となってい

るため、新たに地域公共交通網形成計画策定業務委託料として  

６３６万１千円を支出いたしました。  
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また、公共交通の維持のための路線バス維持負担金として 

１,３６０万２千円、コミュニティ交通事業費補助金として 

６９２万円、コミュニティバス運行業務委託料として 

１,１４６万３千円、平成筑豊鉄道経営安定化負担金として 

２,４３６万円、並びに筑豊電気鉄道株式会社に地域公共交通確保

維持改善事業補助金として１,２８２万３千円を支出しておりま

す。 

また、商業観光費においては、観光振興を図るための観光物産

振興協会補助金として７８０万円、商店リフォーム補助金では 

４件で１６５万５千円を、消費喚起のための直方市プレミアム商

品券発行事業補助金として６９６万９千円を支出いたしました。 

上頓野産業団地造成事業特別会計には、市債の償還及び利子支

払いに対する財政支援として、４,６９５万２千円を繰り出してお

ります。 

８款土木費では、国土調査事業において、国土調査法に基づく

地籍調査を植木地区で継続して実施し、土地の測量、面積の測定

及び地籍図等の地籍調査業務委託料として２,４４９万９千円を

支出いたしております。   

 道路橋りょう関係においては、道路修繕、道路新設改良事業及

び交通安全施設整備事業等に対し総額３億３,２９７万７千円を

支出し、河川関係においては、山部泉町地区急傾斜地崩壊防止工

事を２,１９３万５千円で、福地川調整池ポンプ設置及び管理道路

整備工事を８２５万円で施工し、その他市内各所の河川整備工事

では６１９万９千円を支出いたしております。 

都市計画関係においては、県営街路事業に伴う地元負担金とし
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て、境口頓野線及び植木駅前線に８,７４８万２千円を支出いたし

ております。また、平成２８年度より平成３０年度までの債務負

担行為により３年間で策定している立地適正化計画策定業務委託

では、平成２９年度は調査分析業務として１,１８６万４千円を支

出いたしております。 

公園整備事業関係においては、直方中央公園整備事業において、

平成２９年度は大型複合遊具設置等や敷地造成及び園路広場等公

園整備工事に１億８,６５５万４千円を支出するとともに、パーク

ゴルフ場の芝の張替えを１３５万８千円で、その他市内各所の公

園遊具等整備で４７５万５千円を支出いたしております。 

 下水路関係においては、下水排水路整備工事や維持補修を 

総額６,８３４万円で施工いたしております。 

市営住宅関係においては、全戸数１,５８３戸の維持管理費とし

て１億６,７４７万３千円、長寿命化を図るための防水改修工事費

として３,６８７万７千円を支出いたしております。また、中泉中

央市営住宅建築工事１工区においては、平成２７年度から 

平成２９年度までの継続事業として取り組みましたが、 

平成２９年度竣工し建築工事費や工事監理業務委託料等で 

２億１,７３４万２千円を支出いたしております。 

また、住宅リフォーム補助金については、交付決定件数 

１６９件、補助対象工事費１億８,５３８万６千円に対して 

総額１,３８６万６千円を支出いたしております。 

下水道関係においては、頓野処理場の維持修繕費に 

１１８万８千円を支出するとともに、また合併処理浄化槽設置整

備事業補助金として９０件、３,４２８万８千円を支出いたしてお
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ります。 

 さらに、公共下水道事業特別会計には財政支援として 

８億１,７５０万円を繰り出しております。 

９款消防費では、市民の生命と財産を守るため、消防職員、消

防団員が一体となり、日夜各種災害等に対応している中で、火災

予防としての各種訓練指導や市民等に対する応急手当講習会を実

施するなど、地域に密着した消防行政の推進に努めたのでありま

す。特に、高齢化のさらなる進展に伴い、救急需要は増加し続け

ることが予想され、救急車適正利用や予防救急の啓発と併せた救

急需要対策に取り組んでいるところであります。 

施設整備等においては、平成１１年に導入した消防緊急通信指

令施設の指令系設備の機能低下及び経年劣化に伴い、 

７,６６８万円で更新するとともに、昨年度に引き続き消防庁舎防

水改修及び外壁塗装改修工事等を２,１８５万９千円で施工いた

しております。また、石油貯蔵施設立地対策等交付金を活用し消

防署防火衣を２年間で更新することとし、平成２９年度は一式 

２５着を４９１万４千円で購入いたしております。 

消防団関係では消防団車両整備事業として計画的に毎年１台更

新いたしておりますが、平成２９年度は第２分団第１部配置の消

防ポンプ自動車を１,８３０万６千円で購入し消防力の充実強化

に努めたところでございます。 

また、災害応急対策関連では、土木施設、農業施設、公園施設、

商工施設の補修等に１,８３４万７千円を支出いたしております。 

１０款教育費では、学校教育や社会教育及び幼児教育の充実と、

体育スポーツ及び文化の振興に努めたところであります。 
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まず学校施設整備については、小学校では新入小学校、感田小

学校、東小学校の校舎外壁改修や実施設計委託を 

１億５,１３２万５千円で、北小学校、下境小学校、中泉小学校、

植木小学校、東小学校のトイレ改修工事や実施設計委託を 

７,５９６万１千円で、中学校では直方第三中学校校舎内部建具改

修工事を１,４２８万６千円で、直方第二中学校、直方第一中学校

の校舎トイレ改修工事や実施設計委託を２,３６２万３千円で施

工いたしております。また、平成３０年度設置予定の中学校のエ

アコン設置に係る実施設計委託として６１５万６千円を支出いた

しております。 

中学校給食に関しましては、平成２９年度９月から校外調理委

託方式で選択制の給食を実施し給食調理配送等業務委託料及び給

食管理システム運営等業務委託料ほか給食備品費など中学校給食

導入関係経費として７千万円を支出いたしております。 

次に、学校教育の充実については、「未来を拓き、心豊かでたく

ましく生きる子どもの育成」を教育目標とし、「確かな学力の定着」

「豊かな心と健やかな体の育成」「信頼される学校づくり」の推進

を重点課題に、学校と家庭・地域との連携をはじめ、保・幼・小・

中・高学校間の連携を強化しながら充実した教育の実践に努めた

ところであります。特に、子どもの学力向上につきましては、小

学校における３５人学級を実施するための教員を配置するととも

に、全小中学校に学生や退職教員等による学習支援員を配置し、

学力向上のためのきめ細やかな質の高い学習指導体制づくりを目

指したところです。教育研究所費では小学校１０校、中学校１校

を指定して帰宅後の家庭学習が困難な児童生徒や自ら希望する児
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童生徒を対象に放課後学習事業を実施し、家庭学習の習慣化及び

学力の向上に努めました。  

 また、義務教育９年間の連続性を重視し、小学校と中学校にお

ける系統立てた教育方針のもとに中学校区ごとに分離型の小中一

貫教育を進め、学力向上と不登校児童生徒の減少に努めてまいり

ました。 

昨年度より高校生を対象に実施している給付型のハートフル奨

学金では、平成２９年度は１５名に３４８万円を給付いたしてお

ります。 

社会教育関係においては、「健康で心豊かな明日を担う市民」の

育成を目指して、社会教育行政の推進に努めてまいったのであり

ます。 

施設整備においては、ユメニティのおがたの大ホール舞台設備

照明操作卓更新等を２,１４９万２千円で、美術館収蔵庫の絵画ラ

ック収納棚設置を１,８８３万８千円で施工いたしております。 

また、文化財の保存活用に関しましては、地方創生推進交付金

を活用して平成２９年度より年次計画で実施する筑豊文庫等の石

炭関連史料のデジタル化業務委託料として４７５万２千円を支出

いたしております。石炭記念館におきましては、平成２８年度か

らの継続で事業している国の史跡指定に向けた建物等の調査業務

を１０８万円で実施し、国史跡意見具申するため１９７万８千円

で報告書を作成いたしました。  

１２款公債費では、市債の元利償還金として、 

２０億６,２３５万９千円を支出いたしておりますが、前年度に比

べて９,６７４万２千円の減となっております。市債残高の減少に
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伴う元金の減が主な要因であります。 

１３款諸支出金では、水道事業会計に対する補助金として 

１,００４万３千円を支出いたしております。 

以上が、目的別による決算状況であります。 

次に、歳出決算額を性質別で見ますと、人件費、扶助費、公債

費を合わせた義務的経費は総額１４５億３,５９６万６千円で、前

年度に比べて２億８,１３９万１千円、1.９０％の減となっており

ます。公債費及び扶助費の臨時福祉給付金の終息や生活保護費の

減が主な要因ですが、私立保育所施設型給付費や公立保育所運営

費、障がい福祉サービス給付費、小中学校準要保護援助費等の扶

助費は増加いたしております。 

義務的経費に物件費、維持補修費、補助費等を加えた消費的経

費全体では、１８７億８,００１万２千円の支出となり、内容的に

は生活保護費負担金等の精算による過年度還付金や中学校給食実

施に伴う中学校給食調理配送等業務委託料及び中学校給食管理シ

ステム運営等業務委託料等は増加したものの、扶助費や公債費、

退職手当の減に伴い人件費で減少しており、前年度に比べて 

１億４,９９４万９千円、０.７９％の減となっております。 

次に、普通建設事業費及び災害復旧事業費である投資的経費で

は、１９億４,０１３万５千円を支出いたしており、前年度に比べ

て３億５,８７８万６千円、１５.６１％の減となっております。

直方中央公園整備事業では増加したものの、中泉中央市営住宅建

設事業、小野牟田野添線道路整備事業及び美術館収蔵庫整備工事

等の減少が主な要因であります。 

さらに、繰出金、積立金、貸付金等その他の経費では、 
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３６億５０９万７千円を支出いたしており、前年度に比べて 

２,６８４万８千円、０.７４％の減となっております。公共下水

道事業特別会計や介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計等

への繰出金及び市庁舎整備基金積立金で増となったものの、上頓

野産業団地造成事業特別会計や国民健康保険特別会計への繰出金、

ふるさと応援基金積立金等で減となったことが主な要因でありま

す。 

以上、歳出について御説明申し上げましたが、これに対する歳

入についてその概要を御説明いたします。 

まず、市税においては、総額６６億４,４５１万２千円を収入い

たしておりますが、前年度に比べて５,７６９万８千円、０.８６％

の減となっております。市民税における個人分で 

１,９０８万５千円の増となっておりますが、法人分で 

１億２,００５万円の減、固定資産税では６,０３０万７千円の増

となっておりますが、市たばこ税で３,００４万２千円の減となっ

ております。 

また、収入未済額については、１億８,８０６万２千円となり、

前年度に比べて３,６９７万円、１６.４３％の減となっておりま

す。 

次に、地方交付税においては、５５億３,３４８万円を収入いた

しておりますが、前年度に比べて５,７１９万１千円、１.０４％

の増となっております。内容といたしましては、普通交付税で社

会福祉費や高齢者福祉費等の個別算定経費の増加などにより 

８,８９３万８千円の増となったことによるものでありますが、特

別交付税では３,１７４万７千円の減となっております。 
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次に、地方譲与税や地方消費税交付金など各種交付金では、 

総額１４億３,３８７万３千円を収入いたしておりますが、前年度

に比べて６,７５８万９千円、４.９５％の増となっております。

自動車取得税交付金や地方消費税交付金が増加したことが主な要

因であります。 

次に、分担金及び負担金においては、２億１,３６２万１千円を

収入いたしておりますが、前年度に比べて２,１３３万４千円、 

９.０８％の減となっております。新入ひまわり保育園が認定子ど

も園への移行に伴い児童福祉費負担金が減少したことによるもの

であります。 

次に、国庫支出金においては、総額５２億７,６２３万２千円を

収入いたしておりますが、前年度に比べて８億７,７４７万３千円、 

１４.２６％の減となっております。臨時福祉給付金の民生費国庫

補助金や市営住宅整備に伴う土木費国庫補助金等の減が主な要因

であります。 

次に、県支出金においては、総額１７億６,６８３万１千円を収

入いたしておりますが、前年度に比べて１億１,５２１万８千円、

６.９８％の増となっております。障がい者自立支援給付費負担金

等の社会福祉費負担金の増が主な要因であります。 

次に、財産収入においては、１億４,８１６万５千円を収入いた

しております。前年度に比べて、９,２０３万４千円、 

１６３.９６％の増となっておりますが、植木メカトロタウン売却

収入の増が主な要因であります。 

次に、寄附金においては、３,４１５万１千円を収入いたしてお

りますが、前年度に比べて１億５万円、７４.５５％の減でありま
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す。一般寄附金やふるさと納税の減によるものであります。 

次に、繰入金においては、６,９６０万８千円を収入いたしてお

りますが、前年度に比べて３,２２９万８千円、３１.６９％の減

であります。財政調整基金は５千万円取崩したものの、職員退職

手当基金や排水機場等維持管理基金等の特定目的基金からの繰入

金の減によるものであります。 

次に、繰越金においては、２億９,５７７万６千円を収入いたし

ておりますが、前年度に比べて１億９,７６７万５千円、 

４０.０６％の減であります。前年度繰越金の減によるものであり

ます。 

次に、市債においては、１７億３,８４７万７千円を収入いたし

ておりますが、前年度に比べて２億３,０８３万７千円、 

１５.３１％の増となっております。市営住宅整備に伴う公営住宅

債や臨時財政対策債の増によるものであります。 

なお、一般会計における地方債残高は、 

２０６億８７４万７千円で、前年度に比べて１億４,４７１万円の

減であります。また、水道事業会計を除く各特別会計までの連結

における地方債残高は３２９億３,８３４万５千円となっており、

前年度に比べて公共下水道事業特別会計では 

２億１,５１３万１千円の増となっているものの、一般会計及びそ

の他の特別会計で減となったことから、総額で 

３億５,９６０万４千円減少いたしております。 

以上が、一般会計決算概要の御説明でございます。よろしくお

願いいたします。 


